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《利用上の注意》 

・  単 位 未 満 は四 捨 五 入 しているため、合 計 と内 訳 は一 致 しない場 合 が

あります。  
 

・  符 号 の用 法 は次 のとおりです。  
「 p」 ～ 速 報 値  「 r」 ～ 改 定 値  「 － 」 ～ 該 当 数 値 なし 
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【道南（渡島・檜山）経済の概況（令和 7 年 10～12 月期）】  
 

住宅建設は弱含んでいる。生産活動は横ばいの状況にある。 

一方、雇用情勢は緩やかに持ち直しつつあるほか、個人消費は緩やかに

持ち直している。 

また、観光は回復している。 

このように、管内経済は持ち直している。 

 

 

《道南経済レポート判断の推移》 

項 目 前回（令和 7 年 11 月発表） 今回（令和 8 年 2 月発表） 
前回判断 

との比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している 

 

個人消費 持ち直しつつある 緩やかに持ち直している 

 

観 光 回復している 回復している 

 

住宅建設 弱含んでいる 弱含んでいる 

 

公共事業 
前払金保証請負金額は 

前年を上回る 

前払金保証請負金額は 

前年を上回る 

 

生産活動 横ばいの状況にある 横ばいの状況にある 

 

雇用情勢 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
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1．個人消費～緩やかに持ち直している 

 

 

（1）主要小売店売上高 

大型小売店の売上高は、節約志向がみられるものの衣料品をセールでまとめ

買いする動きなどにより前年を上回っている。 

食料品スーパーの売上高は、節約志向がみられるものの米や即食簡便な弁当・

総菜などが堅調であったことから、前年を上回っている。 

ホームセンターの売上高は、気温が高かったため防寒衣料や除雪用品などの動

きが鈍かったことから、前年を下回っている。 

家電販売は、OS のサポート終了に伴うパソコンの買替需要や補助金等を活用

したエアコン購入などにより、全体としては順調となっている。 

 

（2）乗用車販売 

乗用車販売（新車登録届出台数）は、人気車種の販売が堅調であることから、前

年を上回っている。 

 

 

  

 ○割引率が大きいセール時に、衣料品をまとめて購入する動きがみられる。（大型小売店） 

 ○節約志向によるまとめ買いや目的買いの動きがある一方、ハレの日は惜しみなく出費する動

きもみられる。（食料品スーパー） 

 ○12 月 8 日の地震以降、防災用品の売上が増加した。（ホームセンター） 

○省エネ性が高い家電への買替需要が大きい。（家電量販店） 

○人気のある高性能な車種を中心に受注は堅調であるものの、一部メーカーで車両供給不足が

みられる。（自動車販売店） 



3 

 

 

 

       

▲15.0

▲10.0

▲5.0

0.0

5.0

10.0
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10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

前年比（％）
大型小売店 食料品スーパー ホームセンター

R6年R4年 R5年
10-12月

R7年
10-12月10-12月10-12月

主要小売店売上高 （単位：百万円、％）

前年比 前年比 前年比

R5 年 18,069 4.9 73,014 4.2 10,574 ▲ 3.7

6 年 18,119 0.3 75,028 2.8 10,289 ▲ 2.7

7 年 17,685 ▲ 2.4 76,844 2.4 9,968 ▲ 3.1

R6.10～12 5,003 ▲ 2.7 19,764 2.0 2,752 ▲ 5.4

7. 1～3 4,275 ▲ 4.2 18,484 1.0 1,886 ▲ 6.1

4～6 4,131 ▲ 4.2 18,782 3.0 2,761 ▲ 4.8

7～9 4,268 ▲ 1.7 19,183 2.4 2,592 ▲ 1.4

10～12 5,011 0.2 20,395 3.2 2,728 ▲ 0.9

R7. 7 1,493 ▲ 2.0 6,338 3.3 925 0.8

8 1,467 0.3 6,832 3.0 911 ▲ 1.7

9 1,308 ▲ 3.4 6,014 1.0 756 ▲ 3.6

10 1,478 1.6 6,209 3.1 848 1.9

11 1,530 0.3 6,396 6.0 838 ▲ 1.9

12 2,002 ▲ 0.9 7,789 1.1 1,043 ▲ 2.1

※管内主要小売店9社 資料：函館財務事務所

①大型小売店売上高 ②食料品スーパー売上高 ③ホームセンター売上高

主要小売店売上高 
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10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

普通乗用車 小型乗用車 軽乗用車 前年比台台台

R5年

台 前年比（％）

R6年 R7年R4年

10-12月10-12月10-12月10-12月

新車登録届出台数(乗用車） （単位：台、％）

前年比 前年比 前年比 前年比

R5 年 12,921 14.6 1,262 65.2 5,944 15.0 5,715 7.0

6 年 11,068 ▲14.3 1,265 0.2 5,000 ▲15.9 4,803 ▲16.0

7 年 11,839 7.0 1,179 ▲ 6.8 5,141 2.8 5,519 14.9

R6.10～12 2,615 ▲12.9 304 10.9 1,202 ▲ 7.1 1,109 ▲22.7

7. 1～3 3,199 14.0 314 2.6 1,487 18.7 1,398 12.2

4～6 2,974 7.5 309 ▲ 8.3 1,245 2.0 1,420 17.4

7～9 2,921 1.4 297 ▲ 6.6 1,220 ▲ 7.9 1,404 13.4

10～12 2,745 5.0 259 ▲14.8 1,189 ▲ 1.1 1,297 17.0

R7. 7 989 ▲ 4.4 107 ▲15.1 425 ▲12.2 457 7.8

8 796 ▲ 4.0 79 ▲19.4 308 ▲15.6 409 11.7

9 1,136 11.6 111 18.1 487 2.3 538 20.1

10 1,050 2.7 109 10.1 453 ▲ 7.4 488 12.4

11 920 ▲ 0.9 81 ▲31.4 395 ▲10.0 444 19.7

12 775 16.5 69 ▲20.7 341 24.5 365 20.1

資料：日本自動車販売協会連合会函館支部、全国軽自動車協会連合会函館事務所

合計 普通乗用車 小型乗用車 軽乗用車

乗用車販売 
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※1：フェリー(青森→函館便)、JR(新青森→新函館北斗)、航空機(函館空港着便)利用者数を「函館圏の入込客数」と表現した。 

 

 

 

2．観光～回復している 
 
函館圏の入込客数※1、主要宿泊施設宿泊者数及び主要観光施設

利用者数は、観光需要が堅調となっていることから、回復している。 

入 込 客 数 

 ○12 月 8 日の地震の発生による運行への支障はなかったが、その後の旅行控えによって

利用者数が減少した。（交通機関） 

 ○台湾客が好調なことに加え、直行便の就航に伴い韓国客が大きく増加したため、海外客

全体としても利用者数は増加した。（観光施設） 

 ○引き続きクルーズ船の乗客による利用が好調で、アメリカやヨーロッパからの利用者数が増

加した。（観光施設） 

前年比 前年比 前年比 合計 前年比 道内 前年比 道外 前年比 海外 前年比 前年比 前年比

1,552 67.4 278 34.8 580 75.2 695 78.0 91 55.0 604 82.1 - 0.0 1,258 69.5 1,864 2.5倍

1,954 25.9 309 11.1 804 38.6 842 21.1 102 12.9 689 14.1 50 皆増 1,504 19.6 2,654 42.4

2,112 8.1 305 ▲ 1.2 865 7.6 942 11.9 120 17.4 742 7.7 80 58.4 1,699 12.9 3,448 29.9

R6. 10～12 521 12.4 65 4.5 215 10.9 241 16.2 31 17.7 192 14.1 19 39.6 421 7.8 753 26.3

R7. 1～3 434 11.0 50 ▲ 6.6 161 7.3 224 18.9 28 31.8 178 23.4 18 ▲20.7 366 21.8 781 36.8

4～6 531 3.7 77 0.5 218 ▲ 1.4 236 10.0 31 8.5 187 12.7 18 ▲10.0 407 0.0 836 0.7

7～9 654 1.6 110 ▲ 3.2 253 ▲ 5.6 291 11.0 33 ▲ 1.3 233 12.8 25 11.9 500 ▲ 1.0 1,062 ▲ 2.0

10～12 528 1.3 68 4.7 196 ▲ 8.9 264 9.5 29 ▲ 4.6 208 8.2 27 46.6 432 2.7 706 ▲ 6.2

R7. 7 197 5.6 29 ▲ 4.1 74 1.4 94 12.9 11 ▲ 0.1 74 15.5 8 10.8 156 2.2 313 1.5

8 259 ▲ 1.7 54 ▲ 2.0 101 ▲11.4 104 10.1 11 ▲ 5.2 84 11.9 9 14.7 190 ▲ 3.0 435 1.9

9 198 2.2 27 ▲ 4.7 78 ▲ 3.7 93 10.0 11 1.4 74 11.4 8 10.0 154 ▲ 1.4 314 ▲10.0

10 197 4.4 26 1.1 75 ▲ 4.5 96 13.6 12 3.5 74 12.9 10 36.2 160 3.8 195 ▲17.5

11 172 4.7 21 10.5 66 0.5 85 6.7 10 ▲ 5.2 67 4.0 9 60.3 135 3.4 248 11.4

12 159 ▲ 5.4 21 3.8 55 ▲22.5 83 7.9 8 ▲13.7 66 7.4 9 46.0 137 0.9 262 ▲10.6

資料：函館運輸支局、JR北海道函館支社、北海道エアポート(株)、管内主要17宿泊施設、函館市

※2： 航空機の道内線は奥尻線を除く。

※3： 主要観光施設は、函館山ロープウェイ・箱館奉行所・五稜郭タワーの利用者数を集計。

　6年度

函館圏の入込客数

合計

   フェリー
   青森⇒

函館
航空機※2

　5年度

R4年度

（単位：千人、％）

ＪＲ
(津軽海峡線）

主要宿泊施設
宿泊者数

主要観光施設
利用者数※3
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10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

前年比（％）戸
持家 貸家 給与住宅 分譲住宅 合計前年比

R6年 R7年R4年 R5年

10-12月 10-12月 10-12月 10-12月

(単位： 戸、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

R5 年 1,124 ▲ 2.6 435 ▲22.5 365 14.1 10 2.5倍 314 16.7
6 年 930 ▲17.3 409 ▲ 6.0 254 ▲30.4 52 5.2倍 215 ▲31.5
7 年 755 ▲18.8 361 ▲11.7 201 ▲20.9 4 ▲92.3 189 ▲12.1

R6 . 10～12 232 ▲ 0.9 103 14.4 52 ▲ 28.8 3 ▲70.0 74 21.3
1～3 221 31.5 98 18.1 31 ▲ 26.2 1 皆増 91 2.1倍

7 . 4～6 158 ▲ 41.0 56 ▲ 51.7 78 ▲ 17.0 2 ▲33.3 22 ▲ 60.0
7～9 182 ▲ 30.5 100 ▲ 6.5 44 ▲ 33.3 0 皆減 38 ▲ 11.6

10～12 194 ▲ 16.4 107 3.9 48 ▲ 7.7 1 ▲66.7 38 ▲ 48.6

R7 . 7 53 ▲17.2 39 11.4 0 皆減 0 皆減 14 ▲ 6.7
8 70 ▲44.9 34 ▲ 2.9 24 ▲29.4 0 皆減 12 ▲25.0
9 59 ▲16.9 27 ▲27.0 20 ▲ 9.1 0 0.0 12 0.0

10 77 ▲ 3.8 37 8.8 27 50.0 0 皆減 13 ▲48.0
11 64 ▲ 4.5 30 ▲ 9.1 20 2.2倍 1 皆増 13 ▲48.0
12 53 ▲37.6 40 11.1 1 ▲96.0 0 0.0 12 ▲50.0

資料：国土交通省

新設住宅着工戸数

新 築 計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

3．住宅建設～弱含んでいる 
 

新設住宅着工戸数（函館市、北斗市）をみると、持家は前年を上回って

いるものの、貸家及び分譲住宅はいずれも前年を下回っており、弱含ん

でいる。 

新設住宅着工戸数（函館市、北斗市） 



7 

 
 

4．公共事業～前払金保証請負金額は前年を上回る 
 

公共工事を前払金保証請負金額（令和７年度第３四半期までの年度累計）で

みると、国、北海道、市町及び独立行政法人等はいずれも前年を上回っている。 

公共工事前払金保証請負金額 

管 内 累 計

（年　度） 前 年 比 前 年 比

 R4 年　　度 105,509 0.6 ― ―

5 年　　度 120,753 14.4 ― ―

6 年　　度 159,193 31.8 ― ―

R6. 10～12 150,260 36.0 8,936 68.1

7. 1～3 159,193 31.8 8,933 ▲ 13.2

4～6 138,585 14.0 138,585 14.0

7～9 158,547 12.2 19,962 1.3

10～12 164,392 9.4 5,843 ▲ 34.6

R7. 7 150,381 13.8 11,796 11.9

8 153,903 12.1 3,522 ▲ 31.5

9 158,547 12.2 4,644 15.5

10 161,569 12.0 3,021 1.0

11 163,122 9.2 1,553 ▲ 69.7

12 164,392 9.4 1,269 53.1

資料：北海道建設業信用保証（株）

（単位：百万円、％）

管　内  単　月   計
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5．生産活動～横ばいの状況にある 
 

 

 

電子部品は、自動車向けを中心に底堅い。 

 

セメントは、道内及び道外向けの出荷は底堅い状況となっているほか、海外向けの出

荷は増加している。 

 

生コンクリートは、民需は増加しているものの、北海道新幹線の延伸工事向けの出荷

を中心とする官需は減少している。 

 

造船は、総じてみると安定した操業となっている。 

 

一般機械は、海外向けの需要は低調であるものの、国内向けの需要は順調である。 

 

珍味加工は、慢性的な資源不足などの影響により仕入価格が上昇する中、物産展や

年末の需要は堅調なものの、食料品スーパーでの需要は販売価格の上昇などから減少

しており、全体では低調となっている。  

○新幹線向けの出荷はピークが過ぎたとみられ、今後は減少していく見込み。 

（生コンクリート） 

○不漁により先行きは不透明であることから、機械設備の更新には繋がっていない。

（一般機械） 

○物価高による販売価格高騰により販売量が減少していることに伴い、イカ製品の 

生産量も減少している。（食料品製造） 

〇世界的な原材料価格の高騰や為替安の影響が大きく、仕入価格が高止まりしてい

る。（食料品製造） 
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有効求職者数 有効求人数

R4年

人

10-12月 10-12月 10-12月 10-12月

R7年R5年 R6年

労働力需給（常用） （単位：人、％、倍、ポイント）

前年比 前年比 前年差 前年比 前年比 前年差 前年比

R4 年 度 87,888 ▲ 2.2 76,156 13.8 0.87 0.13 17,380 ▲ 3.5 26,972 11.6 1.55 0.21 2,231 ▲14.9
  5 年 度 85,857 ▲ 2.3 72,802 ▲ 4.4 0.85 ▲ 0.02 16,794 ▲ 3.4 25,880 ▲ 4.0 1.54 ▲ 0.01 2,004 ▲10.2
  6 年 度 84,470 ▲ 1.6 68,499 ▲ 5.9 0.81 ▲ 0.04 16,104 ▲ 4.1 24,297 ▲ 6.1 1.51 ▲ 0.03 1,860 ▲ 7.2

   R6. 10～12 20,333 ▲ 1.7 16,921 ▲ 6.1 0.83 ▲ 0.04 3,734 1.1 5,910 ▲ 2.8 1.58 ▲ 0.07 544 5.0
1～ 3 20,274 ▲ 8.2 17,215 ▲ 4.0 0.85 0.04 4,295 ▲ 8.9 6,479 ▲ 4.8 1.51 0.07 546 ▲ 5.0

    7. 4～ 6 21,197 ▲ 7.4 17,192 ▲ 1.3 0.81 0.05 4,471 ▲ 2.6 5,933 ▲ 2.0 1.33 0.01 523 1.9
7～ 9 20,012 ▲ 4.6 15,874 ▲ 6.3 0.79 ▲ 0.02 3,552 1.9 5,418 ▲ 7.5 1.53 ▲ 0.15 326 26.8

10～12 19,919 ▲ 2.0 15,491 ▲ 8.5 0.78 ▲ 0.05 3,543 ▲ 5.1 5,306 ▲10.2 1.50 ▲ 0.08 492 ▲ 9.6
  R7. 7 6,682 ▲ 6.9 5,472 ▲ 3.1 0.82 0.03 1,199 ▲ 1.3 1,982 ▲12.3 1.65 ▲ 0.21 123 24.2

8 6,644 ▲ 4.9 5,244 ▲ 8.3 0.79 ▲ 0.03 1,148 2.5 1,706 ▲10.2 1.49 ▲ 0.21 111 58.6
9 6,686 ▲ 1.9 5,158 ▲ 7.5 0.77 ▲ 0.05 1,205 4.7 1,730 1.9 1.44 ▲ 0.03 92 4.5

10 6,750 ▲ 3.1 5,289 ▲ 7.3 0.78 ▲ 0.04 1,239 ▲ 9.8 2,102 ▲ 9.9 1.70 0.00 86 ▲35.8
11 6,661 ▲ 3.1 5,205 ▲ 7.8 0.78 ▲ 0.04 1,150 ▲ 3.6 1,705 ▲12.1 1.48 ▲ 0.15 168 13.5
12 6,508 0.2 4,997 ▲10.3 0.77 ▲ 0.09 1,154 ▲ 1.1 1,499 ▲ 8.5 1.30 ▲ 0.10 238 ▲ 9.2

※常用は新規学卒者を除きパートタイムを含む。 資料：函館公共職業安定所
※事業主都合離職者数は新規学卒者及びパートタイムを除く。

事業主都合離職者数有効求人倍率 新規求人倍率有効求職者数 有効求人数 新規求職申込件数 新規求人数

6．雇用情勢～緩やかに持ち直しつつある 
 
雇用情勢は、有効求人倍率（常用）の水準に大きな変化がみられないこと

から、緩やかに持ち直しつつある。 

有効求人倍率（常用） 

有効求職者数・有効求人数（常用） 
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▲9.0

▲6.0

▲3.0

0.0

3.0

12末 3末 6末 9末 12末 3末 6末 9末 12末 3末 6末 9末 12末

全体 設備資金 運転資金

12末

前年比（%）

12末12末12末

R6年 R7年R4年 R5年

貸出金残高 （単位：億円 、 ％）

前年比 前年比

R5. 3 10,083 0.0 5,314 ▲0.9 1,928 ▲1.7 3,385 ▲0.5 3,314 2.7 1,455 ▲2.3 17,812 1.4

6. 3 9,883 ▲2.0 5,061 ▲4.8 1,899 ▲1.5 3,163 ▲6.6 3,365 1.5 1,457 0.1 18,109 1.7

7. 3 9,556 ▲3.3 4,817 ▲4.8 1,810 ▲4.7 3,007 ▲4.9 3,399 1.0 1,341 ▲8.0 18,194 0.5

R7. 6 9,495 ▲2.3 4,720 ▲3.6 1,775 ▲6.3 2,945 ▲1.9 3,396 0.7 1,379 ▲4.6 18,594 ▲0.2

9 9,492 ▲1.7 4,773 ▲2.5 1,770 ▲4.6 3,002 ▲1.2 3,408 0.8 1,311 ▲4.8 18,290 0.1

12 9,631 ▲1.3 4,897 ▲1.8 1,780 ▲3.3 3,117 ▲0.9 3,424 0.7 1,309 ▲4.7 18,585 0.1

資料：函館財務事務所

個  人 預 金 残 高

前年比

貸出金合計

前年比

事業者

設　備

前年比

地公体

前年比

運　転

前年比

7．金融～事業者向け貸出金残高は前年を下回る 
 
事業者向けの貸出金残高をみると、設備資金及び運転資金は、いずれも前

年を下回っている。 
なお、個人向けは前年を上回り、地公体向けは前年を下回っている。 

事業者向け貸出金月末残高 
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企業倒産 （単位：件、百万円、％）

 件数

前年比 前年比 前年比

R5 年 27 50.0 3,324 ▲19.2 123 ▲46.3
 6 年 19 ▲29.6 5,135 54.5 270 2.2倍
 7 年 17 ▲10.5 3,054 ▲40.5 180 ▲33.3
R6． 10～12 2 ▲33.3 191 ▲31.3 96 3.2
 7． 1～3 3 ▲66.7 818 3.0 273 3.1倍

4～6 5 66.7 1,220 13.6倍 244 8.1倍
7～9 6 20.0 806 ▲80.1 134 ▲83.5

10～12 3 50.0 210 9.9 70 ▲27.1
R7． 7 2 ▲50.0 346 ▲91.3 173 ▲82.5

8 2 2.0倍 265 2.7倍 133 33.0
9 2 皆増 195 皆増 98 皆増

10 1 皆増 80 皆増 80 皆増
11 0 皆減 0 皆減 0 皆減
12 2 2.0倍 130 ▲ 13.3 65 ▲56.7

資料：㈱東京商工リサーチ函館支店

 1件当たり負債額 負債総額

8．企業倒産～件数及び負債総額は前年を上回る 
 

企業倒産(負債総額１千万円以上)をみると、件数及び負債総額は前

年を上回り、1 件当たり負債額は前年を下回る。 

企  業  倒  産 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【  編 集 後 記  】 

「道南経済レポート」の発刊にあたり、各種計数等の提供や業況の調査など、貴重な時間

を割いてご協力いただきました関係機関の皆様に対して厚くお礼申し上げます。 

今後も地域の景況・実情を分析し、情報発信に努めて参りますが、当レポートについての

ご意見、ご感想などございましたら、下記までご連絡下さい。 

 
 

  （ 連 絡 先 ）   

    財 務 省  函 館 財 務 事 務 所  財 務 課  

     函 館 市 美 原 3 丁 目 4 番 4 号 （ 函 館 第 2 地 方 合 同 庁 舎 ）  

                ℡： 0138－ 47－ 8445 

 

    ホームページ： 

      https://lfb.mof.go.jp/hokkaido/hakodate/ 

 

「道南経済レポート」や、北海道財務局の活動についての情報は、各種公式 SNS で

もご覧いただけます。 

 

 

公式 X（旧 Twitter） 

https://x.com/mof_hokkaido 

 

 

 

公式 Facebook 

https://www.facebook.com/Hokkaido.Local.Finance.Bureau/ 

 

 

 

公式 Instagram 

https://www.instagram.com/mof_lfb_hk 


